
                           

規制の事後評価書 

 

法律又は政令の名称：道路運送車両法及び自動車検査独立行政法人法の一部を改正する法律（平

成 27年法律第 44 号） 

規 制 の 名 称：（１）一時抹消登録中の自動車の新規検査（中古新規検査）における民間の業

務範囲の拡大（第７条及び第 94 条の５） 

（２）自動車登録番号標の再交付に係る条件の緩和（第 11条） 

（３）回送運行許可制度に関する規制の見直し（第 36条の２） 

（４）リコールの勧告等に係る報告徴収・立入検査制度の強化（第 63条の４） 

（５）共通構造部型式指定制度の創設（第 75 条の２） 

規 制 の 区 分：新設、改正（拡充、緩和）、廃止 ※いずれかに○印を付す。 

  担 当 部 局：自動車局 自動車情報課、審査・リコール課、整備課 

  評 価 実 施 時 期：令和４年３月９日 

 

 

１ 事前評価時の想定との比較 

① 課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響及び想定外の影響の発現

の有無 

（１）一時抹消登録中の自動車の新規検査（中古新規検査）における民間の業務範囲の拡大 

事前評価時点（平成 27 年３月）では、貨物自動車については、中古新規検査時に、構造

が変更されている蓋然性が高いため、国への現車提示を必要としていたところ、貨物自動車

ユーザー等の利便性の観点から、一定の要件を満たすもの（乗用車と同程度に構造変更の余

地が小さい貨物自動車）については、民間の指定自動車整備事業者が交付する保安基準適合

証の提出をもって現車の提示に代えることができることとする規制の緩和を行ったが、事前

評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響及び想定外の影響は生じ

ていない。 

（２）自動車登録番号標の再交付に係る条件の緩和 

事前評価時点では、自動車登録番号標の再交付は、滅失、毀損等の場合に限られており、

自動車の所有者の希望に応じて交換することは認められていなかったところ、「図柄入りの

自動車登録番号標」の導入を契機として、自動車登録番号標の再交付に係る所有者の選択肢

を拡大する必要があることから、任意で自動車登録番号標の再交付を受けることができると

する規制の緩和を行ったが、事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化に

よる影響及び想定外の影響は生じていない。 

（３）回送運行許可制度に関する規制の見直し 

事前評価時点では、回送運行許可制度において、回送運行許可証等の不正使用を防止する

観点から、許可の有効期間とは別に許可証等の有効期間を設け、また、その期間の満了時等

においては３日以内にこれらを返納することを義務づけていたところ、それまで許可証等の



 

不正使用はほとんど発生していない中、回送運行を行うに当たって必要な許可証の更新等に

係る事務が、回送運行業者にとって負担となっており、効率的な事業運営に支障を来してい

ることから、回送運行業者の負担軽減を図るため、１年以内とされている回送運行許可証の

有効期間及び３日以内とされている回送運行許可証等の返納期間を緩和する措置を行った

が、事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響及び想定外の影

響は生じていない。 

（４）リコールの勧告等に係る報告徴収・立入検査制度の強化 

事前評価時点では、リコールに係る報告徴収・立入検査の対象は、自動車製作者等に限ら

れており、装置製作者に対しては、国による迅速な情報収集・指導が困難となっていたとこ

ろ、自動車の使用における安全・安心の一層の確保を図るためには、迅速かつ確実なリコー

ルの実施を継続的に促進することが必要であったことから、報告徴収・立入検査の対象に装

置製作者等を追加する規制の拡充を行った。現在も、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技

術の変化による影響及び想定外の影響は生じていない。 

（５）共通構造部型式指定制度の創設 

事前評価時点では、複数の自動車に共通する部分であっても、装置以外については自動車

の型式指定の審査の際に、基準に適合しているとみなすことができなかったところ、申請者

（自動車製作者等）の利便性を向上させ、より安全な自動車の普及促進を図るためには、型

式指定における審査期間短縮等の合理化を図ることが必要であったため、複数の型式の自動

車に共通する部分の型式を指定し、指定を受けた共通構造部は、自動車の型式指定の審査に

おいて、保安基準に適合しているものとみなす規制緩和を行った。現在も、課題を取り巻く

社会経済情勢や科学技術の変化による影響及び想定外の影響は生じていない。 

 

② 事前評価時におけるベースラインの検証 

（１）一時抹消登録中の自動車の新規検査（中古新規検査）における民間の業務範囲の拡大 

事前評価時は、規制緩和が導入されなかった場合のベースラインとして、中古新規検査に

おける国への現車提示を省略できる自動車が乗用車に限られ、貨物自動車ユーザー等の利便

性が低いといった問題を想定していたところ、事前評価後、課題を取り巻く社会情勢や科学

技術の変化による影響は生じておらず、規制の事前評価時には想定していなかった影響も発

現していないため、ベースラインに変化はない。 

（２）自動車登録番号標の再交付に係る条件の緩和 

事前評価時は、規制緩和が導入されなかった場合のベースラインとして、自動車登録番号

標の再交付が、滅失、毀損等の場合に限られ、自動車の所有者の希望に応じて交換すること

が認められないことを想定していたところ、事前評価後、課題を取り巻く社会情勢や科学技

術の変化による影響は生じておらず、規制の事前評価時には想定していなかった影響も発現

していないため、ベースラインに変化はない。 

（３）回送運行許可制度に関する規制の見直し 

事前評価時は、規制緩和が導入されなかった場合のベースラインとして、回送運行を行う

に当たって必要な許可証の更新等に係る事務が、回送運行業者にとって負担となっており、

効率的な事業運営に支障を来していることを想定していたところ、事前評価後、課題を取り



 

巻く社会情勢や科学技術の変化による影響は生じておらず、規制の事前評価時には想定して

いなかった影響も発現していないため、ベースラインに変化はない。 

（４）リコールの勧告等に係る報告徴収・立入検査制度の強化 

事前評価時は、規制が導入されなかった場合のベースラインとして、装置製作者等が有し

ている装置の技術的な情報や他の自動車製作者等との取引に係る情報を収集できず、迅速か

つ確実なリコールが実施されないといった問題を想定していたところ、事前評価後、課題を

取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響及び想定外の影響は生じておらず、ベー

スラインに変更はない。 

（５）共通構造部型式指定制度の創設 

事前評価時は、規制が導入されなかった場合のベースラインとして、型式指定の審査時間

が長く、新技術を搭載したより安全な自動車の普及を遅らせかねない問題を想定していたと

ころ、事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響及び想定外の

影響は生じておらず、ベースラインに変更はない。 

 

③ 必要性の検証 

（１）一時抹消登録中の自動車の新規検査（中古新規検査）における民間の業務範囲の拡大 

事前評価後、課題を取り巻く社会情勢や科学技術の変化による影響は発生しておらず、

規制の事前評価時には想定しなかった影響も発現していないため、ベースラインに変化は

なく、事前評価時に想定した必要性に変化はない。貨物自動車ユーザーの利便性向上を図

る観点から、当該規制緩和は引き続き必要である。 

（２）自動車登録番号標の再交付に係る条件の緩和 

事前評価後、課題を取り巻く社会情勢や科学技術の変化による影響は発生しておらず、規

制の事前評価時には想定しなかった影響も発現していないため、ベースラインに変化はな

く、事前評価時に想定した必要性に変化はない。自動車登録番号標の再交付に係る所有者の

選択肢を拡大する観点から、当該規制緩和は引き続き必要である。 

（３）回送運行許可制度に関する規制の見直し 

事前評価後、課題を取り巻く社会情勢や科学技術の変化による影響は発生しておらず、規

制の事前評価時には想定しなかった影響も発現していないため、ベースラインに変化はな

く、事前評価時に想定した必要性に変化はない。回送運行業者の負担軽減を図り、効率的な

事業運営を実現する観点から、当該規制緩和は引き続き必要である。 

（４）リコールの勧告等に係る報告徴収・立入検査制度の強化 

規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響及び想定外

の影響の発現はなかったため、ベースラインに変化はなく、自動車の使用における安全・安

心の一層の確保を図るためには、装置製作者等が有している装置の技術的な情報や他の自動

車製作者等との取引に係る情報の迅速な収集を通じて、迅速かつ確実なリコールの実施を継

続的に促進する必要があることから、本規制は引き続き必要である。 

（５）共通構造部型式指定制度の創設 

規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響及び想定外

の影響の発現はなかったため、ベースラインに変化はなく、より安全な自動車の普及促進を



 

図るためには、型式指定における審査期間短縮等の合理化を図る必要があることから、当該

規制緩和は引き続き必要である。 

 

 

２ 費用、効果（便益）及び間接的な影響の把握 

④ 「遵守費用」の把握 

（１）一時抹消登録中の自動車の新規検査（中古新規検査）における民間の業務範囲の拡大 

当該規制緩和による遵守費用は発生しておらず、事前評価時の想定と乖離はない。 

（２）自動車登録番号標の再交付に係る条件の緩和 

再交付を希望して申請を行う所有者には、自動車登録番号標の交付手数料の負担が発生し

ているが、事前評価時の想定と乖離はない。なお、自動車登録番号標の交付のうち、滅失、

毀損等を理由としない「図柄入りの自動車登録番号標」への再交付の件数のみを区分した既

存の統計がないことから、当該規制緩和による遵守費用の具体的な額を把握することは困難

である。 

（３）回送運行許可制度に関する規制の見直し 

回送運行事業者に新たな費用は発生せず、事前評価時の想定と乖離はない。 

（４）リコールの勧告等に係る報告徴収・立入検査制度の強化 

リコールの勧告等に係る装置製作者等への報告徴収・立入検査に対応するための費用が発

生しており、事前評価時の想定と乖離はない。なお、具体的な費用については、装置製作者

等の対応体制（対応者数や対応に要する期間）によって異なるため、定量的に把握すること

は困難である。 

（５）共通構造部型式指定制度の創設 

共通構造部の型式指定の申請者において、申請のための手数料の負担が発生しており、事

前評価時の想定と乖離はない。なお、平成 27 年以降、現在までに共通構造部の型式指定は

約 720 件実施されており、国に納めなければならない手数料の額は１件につき７万円であ

る。 

 

⑤ 「行政費用」の把握  

（１）一時抹消登録中の自動車の新規検査（中古新規検査）における民間の業務範囲の拡大 

当該規制緩和による行政費用については、民間の整備工場に対する監査コストが微増する

ことを想定していたが、規制緩和前の民間の整備工場への年度における監査件数と規制緩和

後の４過年度の平均監査件数を比べた場合に微増（17,287 件→17,677 件）していることか

ら、事前評価時の想定との乖離はない。なお、指定整備事業者の自動車検査証記載事項の不

備による処分件数については、規制緩和前とほぼ同数となっていることから、緩和による悪

影響は発生していない。 

（２）自動車登録番号標の再交付に係る条件の緩和 

申請者が自動車の所有者であるかを確認するコストが発生しており、事前評価時の想定と

乖離はない。なお、規制の緩和後においても既存の体制で業務を実施出来ていることから、



 

発生した行政費用は軽微であると想定される。 

（３）回送運行許可制度に関する規制の見直し 

新たな行政費用は発生せず、事前評価時の想定と乖離はない。 

（４）リコールの勧告等に係る報告徴収・立入検査制度の強化 

リコールの勧告等に係る装置製作者等への報告徴収・立入検査は年間 10 社程度実施して

おり、事前評価時点に想定していた行政費用（報告徴収・立入検査の実施に要する費用）は

一定程度発生しているが、事前評価時点において定量評価していないため、事後評価時点の

見込みと比較することは困難である。 

（５）共通構造部型式指定制度の創設 

平成 27 年以降、現在までに共通構造部の型式指定は約 720 件実施されていることから、

事前評価時点に想定していた、型式指定に要する審査コストは一定程度発生しており、事前

評価時の想定と乖離はない。事前評価時点において定量評価していないため、事後評価時点

の見込みと比較することは困難であるが、例えば、以下のように、一定の仮定を置いて試算

すると、申請内容の審査に掛かる１回あたりの費用のうち、人件費については約 10,432 円

と推計される。（なお、この他に事務システムの維持管理費用等が発生している。） 

・対応する人数 １人 

・対応する時間数 ４時間 

・対応者の時給 2,608 円 

（※対応者の時給は「デジタル庁における一元的なプロジェクト監理実施要領（2021 年度

（令和３年度））」（内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室）の行政機関労働単価より引

用。） 

 1 人 × 4 時間 × 2,608 円/人時 ＝ 10,432 円。 

 

⑥ 効果（定量化）の把握 

（１）一時抹消登録中の自動車の新規検査（中古新規検査）における民間の業務範囲の拡大 

当該規制緩和により、令和２年度の中古新規検査における貨物自動車のうち約２割の車両

（約 1.5 万台）が現車提示を省略されたことにより、受検者が支払う手数料及び運搬に係る

費用の削減及び独立行政法人自動車技術総合機構（旧自動車検査独立行政法人）による保安

基準適合性審査にかかる業務負荷の軽減という効果が発生しており、事前評価時の想定と乖

離はない。 

（２）自動車登録番号標の再交付に係る条件の緩和 

自動車の所有者の希望に応じて「図柄入りの自動車登録番号標」の交付を受けることが可

能となることで、所有者の利便性の向上が図られるという効果が発生しており、事前評価時

の想定と乖離はない。なお、自動車登録番号標の交付のうち、滅失、毀損等を理由としない

「図柄入りの自動車登録番号標」への再交付の件数のみを区分した既存の統計がないことか

ら、その効果を定量的に把握することは困難であるが、図柄入りの自動車登録番号標は平成

29 年４月～令和２年 11月末時点で約 343 万件の交付申込があった。 

（３）回送運行許可制度に関する規制の見直し 

回送運行許可証の更新頻度の減少により、回送運行業の許可に係る費用等が低減し、効率



 

的な事業運営に資することとなり、加えて、回送運行許可証等の返納期間の延長により、こ

れに伴う回送運行業者の負担が軽減している。これら回送運行業者の効率的な事業運営や負

担の軽減により、自動車の流通の円滑化が図られるという効果が発生している。また、回送

運行許可証の交付の審査や管理に係る行政費用が低減するという効果も発生している。これ

らについて、事前評価時の想定と乖離はない。なお、規制の見直しにより、自動車の流通の

円滑化がどの程度図られたかについては、個々の回送運行業者の事業運営状況や申請作業等

によって合理化の程度が異なるため、定量的に把握することは困難である。また、許可証交

付に係る行政費用の減少については、規制の緩和後においても既存の体制で業務を実施して

おり、その低減効果は極めて軽微であることから、定量的に把握することは困難である。 

（４）リコールの勧告等に係る報告徴収・立入検査制度の強化 

事前評価時の想定通り、当該規制の拡充により、リコールに必要な情報の収集能力強化を

通じて、リコールの実施の迅速・確実化に寄与しているが、当該規制により未然に防止され

た事故の件数と、それによる国民の生命・財産の安全確保の効果を定量的に把握することは

困難である。 

（５）共通構造部型式指定制度の創設 

事前評価時の想定通り、当該規制の緩和は自動車の型式指定の申請・審査の効率化、新技

術を搭載した自動車の速やかな普及に寄与していると考えられるが、その効果を定量的に把

握することは困難である。なお、正確な把握は困難だが、自動車全体の審査項目の約 60～70%

が本制度により省略できる。 

 

⑦ 便益（金銭価値化）の把握 

（１）一時抹消登録中の自動車の新規検査（中古新規検査）における民間の業務範囲の拡大 

上記⑥（１）のとおり、約２割の車両（約 1.5 万台）が現車提示を省略したことから、独

立行政法人自動車技術総合機構に支払う手数料が約 1,200 万円削減された。なお、独立行政

法人自動車技術総合機構の審査業務の減少については、業務実施体制に影響を与える程度の

ものではなく、極めて軽微な変化にとどまることから、金銭価値化は困難である。 

（２）自動車登録番号標の再交付に係る条件の緩和 

上記⑥（２）のとおり、当該規制の緩和効果について定量的に把握することは困難であり、

このため金銭価値化も困難である。 

（３）回送運行許可制度に関する規制の見直し 

上記⑥（３）のとおり当該規制の緩和効果について定量的に把握することは困難であり、

このため金銭価値化も困難である。 

（４）リコールの勧告等に係る報告徴収・立入検査制度の強化 

上記⑥（４）のとおり、当該規制の拡充の効果は定量的に把握することは困難であり、こ

のため金銭価値化も困難である。 

（５）共通構造部型式指定制度の創設 

上記⑥（５）のとおり、当該規制の緩和の効果は定量的に把握することは困難であり、こ

のため金銭価値化も困難である。 

 



 

 

⑧ 「副次的な影響及び波及的な影響」の把握 

（１）一時抹消登録中の自動車の新規検査（中古新規検査）における民間の業務範囲の拡大 

当該規制の緩和による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。 

（２）自動車登録番号標の再交付に係る条件の緩和 

当該規制の緩和による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。 

（３）回送運行許可制度に関する規制の見直し 

当該規制の緩和による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。 

（４）リコールの勧告等に係る報告徴収・立入検査制度の強化 

当該規制の拡充による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。 

（５）共通構造部型式指定制度の創設 

当該規制の緩和による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。 

 

 

３ 考察 

⑨ 把握した費用、効果（便益）及び間接的な影響に基づく妥当性の検証 

（１）一時抹消登録中の自動車の新規検査（中古新規検査）における民間の業務範囲の拡大 

当該規制緩和に伴い、民間の整備工場への監査コストが微増するものの、受験者が独立行

政法人自動車技術総合機構に支払う手数料や運搬に係る費用の削減及び独立行政法人自動

車技術総合機構の審査に係る業務負荷の軽減という便益がある。これら費用と便益を比べる

と、便益が費用を上回り、今後も同様の便益が発生すると考えられる。また、副次的な影響

及び波及的な影響は特段見受けられなかった。国の検査制度の合理化・効率化を促進し、指

定整備工場への入庫台数増加による自動車整備事業の活性化を図るとともに、自動車ユーザ

ーの利便性を向上させる必要があることから、当該規制の緩和は、引き続き継続することが

妥当である。 

（２）自動車登録番号標の再交付に係る条件の緩和 

当該規制の緩和に伴い、遵守費用として、自動車登録番号標の交付手数料の負担が発生し

ているが、交付手数料は当初交付時と再交付時で同額であり、かつ、所有者が番号標の再交

付を選択的に希望する場合に発生するものであり、負担の増加に繋がっているとは認められ

ない。一方、行政費用として、申請者が自動車の所有者であるかを確認するコストが発生し

ているが、従来体制の変更を要しない程度の軽微なものに留まっている。また、副次的な影

響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。さらに、当該規制の緩和に伴い、自動車の

所有者の希望に応じて「図柄入りの自動車登録番号標」の交付を受けることが可能となるこ

とで、所有者の利便性の向上が図られるという効果が発生している。そのため当該規制の緩

和は、引き続き、継続することが妥当である。 

（３）回送運行許可制度に関する規制の見直し 

当該規制の緩和に伴い、遵守費用及び行政費用はともに発生していない。また、副次的な

影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。さらに、当該規制の緩和に伴い、回送運



 

行許可証の更新頻度の減少により、回送運行業の許可に係る費用等が低減し、効率的な事業

運営に資することとなり、加えて、回送運行許可証等の返納期間の延長により、これに伴う

回送運行業者の負担が軽減している。これら回送運行業者の効率的な事業運営や負担の軽減

により、自動車の流通の円滑化が図られるという効果が発生している。また、回送運行許可

証の交付の審査や管理に係る行政費用が低減するという効果も発生している。そのため当該

規制の緩和は、引き続き、継続することが妥当である。 

（４）リコールの勧告等に係る報告徴収・立入検査制度の強化 

④⑤で見積もった通り、当該規制拡充に伴い新たな遵守費用・行政費用が発生しているが、

リコールに必要な情報の収集能力強化により、リコールの実施が迅速・確実化され、自動車

の安全性の向上及び環境保全に寄与していることから、当該規制の拡充は、引き続き、継続

することが妥当である。なお、副次的な影響及び波及的な影響等、規制の事前評価時に意図

していなかった影響は発生していない。 

（５）共通構造部型式指定制度の創設 

④⑤で見積もった通り、当該規制緩和に伴い新たな遵守費用・行政費用が発生しているが、

自動車の型式指定における審査期間の短縮や提出書面の削減が図られており、新技術を搭載

した自動車の速やかな普及にも寄与していると考えられることから、当該規制の緩和は、引

き続き、継続することが妥当である。なお、副次的な影響及び波及的な影響等、規制の事前

評価時に意図していなかった影響は発生していない。 

  


